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１ 2020年度の研究活動の概要 
 2020 年度は、研究の取りまとめの年であり、過去２年間の研究成果を踏まえ、以下の視
点から研究の継続を図った。 

 
 その視点とは、第一に、自動運転技術の利用に伴う交通体系の変容を予想することである。
自動運転のレベル 3 の利用が、道交法改正により許容されたことにより、レベル４の許容
性が正面から問題となる。何故なら、 
 
レベル３＝（テーク・オーバー（TO）前の状態としての）レベル 4＋ 

（TO 後の状態としての）レベル２以下 
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だからである。 
 そこで第二に、レベル４に係る問題点を直視した検討が必要となる。それは、TO 前は乗
員（Passenger。P）が車両の走行をコントロールしておらず、車外にいて車両を遠隔操作す
る者（Remote controller.RC。自然人又は法人）が運転者（Driver.D）となるのではないか、
そのような運転者性の認定は、現在の法体系下で可能なのか、という運転者の確定作業であ
る。仮に、Pではなく RCが D だとすると、現行の道路交通法（道交法）の解釈上、支障が
生じないかが、道交法の母法であるジュネーブ条約の趣旨を踏まえて確認される必要があ
る。 
 第三に、レベル４が、D につき、現行の道交法の解釈上対処可能であっても、明確性の観
点から、法改正が必要だと考えられる場合、道交法の改正への提言が望まれる。その際には、
レベル４で走行中であるが現在はレベル３と認定される車両に係る、ディレンマ状況（トロ
ーリー問題）への解決策を踏まえた対処法が要請される。 
 
２日本国内の状況確認と問題点の洗い出し 
2-１レベル３及び４の問題点 
 １で示した視点から、先ず、レベル 3 を巡る問題点を改めて確認した。 
 第一に、日本では、レベル 3が一定の条件付きで許可されることになったが、基本的な問
題点は検討されていない。 
 その問題点とは、（１での指摘を繰り返すことになるが） 
レベル 3＝レベル 4（TO 前）＋レベル２以下（TO 後）であるから 
レベル４を適法化する要件を検討することなく、レベル３を合法化できるのか、というもの
である。 
2-2 問題検討の方法 
 この点の解明は、簡単にはできないが、検討の手法としては、レベル 3 及び 4 に関する
議論が蓄積されている外国の研究者による論文を検討した上で、2021 年 2 月に開催された
国際シンポジウムで、問題意識を、参加された専門家と共有し、理解の進展を図ることとさ
れた。 
 
3 国内事情を踏まえた検討―北海道庁の取り組み 
 第二に、国際シンポジウムの前提としても、日本におけるレベル 3 の需要を確認するこ
とが必要であるとの（昨年度、確認された）問題意識から、個々の地域の必要性から自動運
転の公道利用を進めようとしている取り組みのいくつかを検討した。その際には、最も包括
的にこの問題の検討（自動運転車の社会的実装）を試みている自治体の一つと思われる、北
海道庁における取り組みを、改めて検討した。 
 北海道では、 
１）広大な敷地、 
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２）インバウンド等で外国人旅行客や国内旅行客の来道が多く、彼等の間でレンタカーの需
要が高いこと、 
3）旅行客は冬場も相当数、来道するが、雪道で安全運転を確保ないし支援するためにもレ
ベル 3 への需要が高いこと、 
4）北海道の中でも人口密度が低い地域では、農業従事者が多いが、彼等にとっては雪道で
も作業効率を維持するためレベル３への需要が高いこと等から、 
自動運転車の公道での実装を実験する素地が認められる。そこで、道庁も、この機運を踏ま
え、様々な施策（案）を暖め、専門家の意見も聞きつつ、少しずつ社会実験を繰り返してい
るところである。 
 この取り組みについては、昨年度から注目しているが、以下の特徴からも、継続的にその
取り組みの進捗状況を確認する価値があると思われる。それは、道内における（特に冬場の）
長距離移動手段は鉄道であるが、鉄道路線が縮小傾向にある中では、移動にかかる自動車依
存度とその変化を測定しやすい、ということである。 
 そこで、 
ⅰ）大都市（札幌）と、郊外との自動車利用に係るニーズの相違（住民の年齢構成、資産状
況、自動車保有率、外出の必要性等に大きな相違があるか否か）、 
ⅱ）.厳しい気象条件がもたらす影響（降雪時にも自動運転車による安全な走行が可能か）、
ⅲ）道内外からの観光客の移動に係る需要（空港、主要駅とニセコ等観光地までの移動手段
への要請。交通マナーに関する意識は、国内外の観光客に応じて変化しうるか等） 
に着目することが考えられる。 
 この視点から、道庁の施策の現状を確認し、道庁担当者を交えて意見交換を継続した。 
 道庁の施策の一旦は、以下の図表（道庁担当者から提供された物の一部）からも理解する
ことができる。 
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 道庁の取組みを総括すると次のようになろう。 
１） 広大な北海道の中で、地域毎の異なるニーズを拾い上げようとしている点は評価

できる。 
２） それらニーズを統一する視点が確立されれば、各地のニーズに共通する課題に迅

速に対応し、その後、地域固有の課題に長期的に対処できるように思われる。 
３） 統一的な視点は、（TO 前の）レベル３の利用限界を示すことで、確立可能であろ

う。（TO 前の）レベル３の利用は、便利であるが、TO による危険回避が、何時、如何
なる要件の下で生じるのかを統一的に示さない限り、どの地域の住民も、レベル 3の利
便性を安心して享受することはできないと思われる。 

4） （TO 前の）レベル３は、レベル４であるので、レベル４の課題を道庁において検討
する必要がある。しかし、これは（道庁が権限を行使できる）条例の問題ではなく、（警察
庁が所管する）道交法の問題である。国レベルで、（各地で問題が噴出するのを防ぐ必要性
からも）レベル 4での走行時の運転者の確定と、Pが D でない場合に遭遇する限界状況（デ
ィレンマ状況等）への対処法を示す必要があると思われる。 
 
4 レベル 4 固有の問題―D,P の確定と現行法との関係 
4-1 問題点 
 そこで、レベル 4 に固有の問題を、国レベルで解決する際の視点が問題となる。 
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 直近の道交法改正は、レベル３を条件付きで認めた。それは、論理的には、レベル 4 の
TO 前承認が前提とされるが、この点は検討ないし認識されておらず、重要な課題が手つか
ずのまま残されている。 
 その基本的な問題は、TO 前で、車両が自動走行している場合に、Dと評価されるべき者
は誰か、ということである。 
 
4-2 Dの概念―国際的視野を踏まえた検討 
 D の定義規定は、日本の道交法には存在しない。そこで、通例、Dとして理解されている
者は誰かが問題となるが、それは概ね、『車内に居り、運転席に座り、自ら運転操作をする
ことで車両の挙動を安全に制御出来る者』ということであろう。 
 この共通理解によれば、走行する自動運転車の車外にいる者（自然人、法人等）、例えば、
RC は、運転者とはならない。他方で、レベル 3 で走行する車両を車両外から制御している
RC は、一旦、当該車両が事故を起こした場合には、当該事故を警察官に報告し、また負傷
者救助に向けた行為をすることが、社会的には要請されそうである。この要請を充たすべき
主体は、現時点では、Dだけである。そうすると、RCを D と定義できた方が、これまでの
道交法体系（それは、Dの権利を認める代わりに、事故報告義務や負傷者救助義務を罰則付
きで課すものである）との整合性が高い。 
 そこで、一層、D の概念化が要請されることになるが、前述ように、その定義規定を有し
ない道交法の解釈から、D を実質的な内容を持って概念化することは困難である。 
 こうして、道交法の母法である道路交通に関するジュネーブ条約 8 条に係る国際的な議
論状況が参照されるべきことになる。 
 この検討成果は、国際シンポジウムの各種意見 1の中に見いだされる。 
 
4-3 ディレンマ問題への取り組み 
4-3-1前提的理解の整理 
 レベル 4 では、 
（ⅰ）D の確認と共に、 
（ⅱ）自動走行している車両がディレンマ状況に遭遇した場合に、D 及び他の者が如何な
る法的責任を負うのかの検討 
が不可欠である。 
自動運転車の社会的受容性確保は、自動運転技術の利点の提示による意思形成促進だけ

では不十分であり、また市民意識の醸成の点で公平さに欠ける。自動運転技術の欠点、特に、
ディレンマ状況における危険ないし損害の分配状況を示した上での受容性獲得により、事
後的に不満のない意思形成が図られるべきである。 

                                                      
1Cf.Lebreton Caroline ,IATSS 2021.2.25 Symposium english transcription_translation. 
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 ディレンマ状況への対応は、いわゆるトロリー問題（Trollye problem）を想定し、その帰
結を様々なシナリオで示すことで、被験者（市民）の意識の偏位を探ることから開始される
べきである。 
 
4-3-2 ATRANS（Asian Transportation Research Society）への参画 
 この問題意識の下で、ATRANS の The 13th ATRANS AnnualConference on 4 December
に参加し、そこで、上記問題意識を踏まえつつ、日本の自動運転に関する状況につき説明を
し、参加者との意見交換を行った。 
 具体的には、平岡教授からは、自動運転技術を社会実装するだけでなく、実装したうえで
社会受容性を高めるために解決すべき課題についての報告がなされた。 
 今井からは、日本の道交法改正の背景と改正内容、レベル 4 の適法化に向けた課題が報
告された。 
 ATRANS 側からは、継続した意見交換の希望が表示された。具体的には、日本法とタイ
の法制度（民事法。損害賠償や保険等）との比較にも強い関心が持たれていることから、今
後は、日本の消費者法専門家（大澤教授）と、刑事法専門家を中心とした制度設計に係る
Working group 型の意見交換も期待されるところである。 

 
 
 
4-3-3国際シンポジウム（2021年 2 月開催） 
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 トロリー問題に係る具体的なシナリオは、国際シンポジウムで示された。そして、各スピ
ーカーのバックグラウンド（国籍、法律家としての専門領域、その前提としての哲学的、文
化的素養）の相違に応じて、様々な提言がなされた。 
その詳細は、別添資料を参照されたいが 2、プログラムとシナリオの基本を示すと、次のと
おりである。 

 
 

                                                      
2 Cf.Lebreton Caroline ,IATSS 2021.2.25 Symposium english transcription_translation. 
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https://en.wikipedia.org/wiki/Moral_Machine 
（シナリオ設定） 
 
レベル４の自動運転車。車両内の 5 人の P は、運転を制御する権利も義務も無い。 
左図＝車両は、5 人の歩行者（成人 3人、子供 2人）への衝突（死亡）を避けるため、障害
物に激突、5人の Pが死亡。 
 
右図＝車両は、車両内の 5 人の P の生命を守るべく、5 人の歩行者に衝突、大人 2 人と子
供 1人が死亡。 
 
自動運転システム付の車両を製造した会社、又は、自動運転システムを作成した者に、犯罪
（殺人罪又は業務上過失致死罪）が成立するか 
 

 左図 右図 
英米法圏（UK等） 不成立。5 人＝5人 不成立。5 人＞3人 
大陸法圏（独） 不成立。法人処罰、不可 成立。 生命数の比較禁止 

   義務論、カント主義 
大陸法圏（仏） 不成立？法人処罰は可能 成立？ドイツと同様？模擬

裁判では別の結果？ 
日本（Hybrid？） 不成立。法人処罰は立法論 不成立？刑法 37条の文言 

 
各スピーカー及びオーディエンスとの意見交換により、以下の点が確認された。 

１）レベル 4で走行中の車両内にいる Pは、D（運転者）ではない。D の適切な把握のため
には、D の概念の再検討が必要であること。 
 この点については、イギリスの法律委員会（UK LC）との意見交換を継続することが有益
であろう。UKLCは、日本の法改正にも強い関心を示しているところである。 
２）ドイツ道交法改正は、2017 年の改正では、レベル 3、レベル 4 の区別に混乱が見られ
たが、直近の改正（案）により、その修正が企図されているということ。 

https://en.wikipedia.org/wiki/Moral_Machine
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 この状況からは、ドイツでは、これまで、D の概念の新たな整理については関心が高くは
なかったが、レベル 4 を許容する前提として、D の概念の再検討が意識されていることが
分かる。日本と同様の議論状況ができつつあると評価できる。 
３）ディレンマ状況への対応、法圏に応じた違いが明確になった。 
 即ち、ドイツ、フランスでは、義務論的アプローチが優勢であるが、イギリスでは、行為
功利主義的アプローチも、相応に有力である。日本の状況は、ドイツ、フランスと、イギリ
スとの中間にあると言えよう。 
 
 これらの議論の結果、トロリー問題に如何なる結論を採るかにかかわらず、以下の基本的
問題に対処すべきことが、改めて明らかになった。その中心的論点は、次のとおりである。 
ⅰ）D の概念を、各国が前提とする条約（例えば、日本であればジュネーブ条約、ドイツで
あればウイーン条約）の改正を視野に入れて、レベル 4 に即した形で再構成すること 
ⅱ）レベル 4の Dに適した権利と義務とを確認すること 
ⅲ）トロリー問題の解決に不可欠となる緊急避難状況の対処については、行為功利主義と義
務論との対立を踏まえ、どのように危険ないし損害を分配するのか、分配されるべき関与者
は、レベル 4の技術の限界を認識した上で交通に関与した者に限定されるのか、 
である。 
 
5 市民意識調査 
 国際シンポジウム等で、レベル 4 に係る市民意識を想定した議論を行ったが、より広く
市民意識を把握し、自動運転車の社会的受容性を高めるための方法を探ることも、不可欠の
準備作業である。 
 この作業は、宮木由貴子氏が、「第２回自動車・自動運転に関するアンケート調査」（2020
年度経済産業省・国土交通省委託事業）で整理された資料を提供してくださり、これに基づ
き、メンバー相互での議論を行った 3。 
 その資料・分析の一端は、次のとおりである。 
 

                                                      
3 宮木様は、極めて貴重な資料とその分析を提供して下さり、研究の推進に大きく貢献さ
れた。ここに記して御礼申し上げる次第である。 



12 
 

 
 

 
 



13 
 

 
 

 
 



14 
 

 
 
6 研究の成果と今後の課題 
6-1 研究の成果 
 本研究の成果としては、次の諸点を挙げることができる。 
１） レベル 3の理解 

レベル 3では、P（乗員）は、TO 前は、周辺監視義務を負わない。Pは、TO 後に、初
めて、D になる。この意味で、P は、潜在的には D だが、常に D としての義務を負う
わけではない。 

  換言すると、レベル 3 の車両内の Pは、User in charge、あるいは、Fall back ready user
に相当する。  
  他方で、日本の道交法によれば、Dは、常に周辺監視義務を負うべき者である。 
  そこで、レベル 3 で走行中の車両内のO は、厳密に言えば、道交法上の D に対応して
いない。この点を踏まえ、道交法改正の検討が継続されるべきである。 
２） レベル 4の理解 

レベル 4 で走行中の車両との関係では、その D は ADSE（自動運転システムを実現す
る主体）であり、具体的には（現状では）車外に居て車両の挙動を制御している自然人
や法人が、これに該当する（レベル４で走行中の車内に居るPがDとなるのではない）。
そうした者を D として評価することは、現在の道交法下では不可能である。この点で
も、道交法の改正が検討されるべきことになる。 
 この意味での D を認定するには、それに即した免許制度の構築も必要になる。 
 D は、事故時には、事故を警察に報告する義務を負うことになろう。他方で、被害者
救護義務は、迅速に当該義務の履行が要求されることから、当該義務を D に課すこと
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が不適切な場合も想定される（RC が D であるが、RC は事故現場に急行して被害者を
救助するのが困難な場合が、多々、想定されるからである）。そこで当該義務は、第三者
（例えば、レベル 4 の車両が走行する道路に沿って、D の負担により配置されるべき
者）に課すことも、検討の対象となろう。 

 
３） 交通体系の見直し 

1）、2）からは、道交法の改正が次の課題として確認された。この課題を検討するに当
たっては、ジュネーブ条約の８条の解釈変更を（ウイーン条約の改正も視野に入れて）
正確に理解することが、前提となる。 
そして、D は、車外にいる主体（自然人、法人等）であっても良い（当該主体により、
自動運転車の安全な走行が制御可能であれば良い）との観点から、自動運転車との関係
で適切な D概念を確立することが必要である。 

 
４）ディレンマ状況への対応 
 国際シンポジウム等を通じて、｢ディレンマ状況が生じる確率は小さいから、この問題は
無視して良い。」との考えがあることも確認された。しかし、この問題の検討を避けること
は出来ないと思われる。 
｢ディレンマ状況が生じた場合、この自動運転車は、このような走行を選択します。｣という
ことを予め示し、社会的な合意を得なければ、自動車メーカーも、自動運転システムの作成
者も、一般ユーザーも、安心して、自動運転車を開発、販売、利用することはできない。即
ち、ここで、一定の解決策を提示できなければ、自動運転車に係る社会的受容性を法的に担
保することはできないのである。 
｢自動運転車は、その安全走行が制御可能な限り、利用が許可される。｣という大前提の下で、
ディレンマ状況に係る議論の継続が必要である。 
 
6-2 展望 
本研究を通じて、自動運転時代の交通体系を提示するための基本的視点は確認できたと

思われる。これを、更に具体化させ、自動運転車に係る事故率を、少なくとも現在の（伝統
的）車両に係るそれより小さくさせること、そして、事故の際の法的責任主体と責任内容を
明確にすることが、自動運転車の社会的実装の前提となろう。 
ここで、残された課題を再確認すると、次のとおりである。 

１ D（運転者）の概念の更なる精密化 
２ ディレンマ状況での最適な車両の挙動に係る国際的合意と、その国内法への還元、 
である。 

 この実現には、国内外の関係者とのシンポジウム等を通じて、理解を深めることが継続さ
れなければならないと思われる。 
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・本研究に関する論文は法政大学法學志林に掲載されております。 
「自動運転者の実用化に向けた課題」（法政大学法學志林 第一一八巻 第一号 著者：今井
猛嘉） 
「自動運転車による事故と刑事責任ーAI と刑法理論との関係(1)」（法政大学法學志林 第一
一九巻 第一号 著者：今井猛嘉） 


